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０４．１０  

 

法定期間及び指定期間の取扱い  

 

 

法定期間及び指定期間については、次のとおり取り扱う。  

（注）拒絶査定不服審判（前置審査を含む）、異議申立て、当事者系審判等に関す

る法定期間及び指定期間は、本取扱いの対象外であるため、審判便覧を参照。  

１．手続をする者が在外者でない場合  

（１）次に掲げる特許法等の規定に基づき、特許法等に定める期間を職権により

延長する場合は、手続をする者又はその代理人が、別表に掲げる地に居住す

る場合とし、その延長する期間は次のとおりとする。  

ア．特許法第４条 ※ 1の規定に基づき職権により延長する期間は、１５日とす

る。  

ただし、設定の特許（登録）料の納付期間（特１０８条１項、実３２条

１項、意４３条１項、商４１条１項、４１条の２第１項、６５条の８第１

項、２項）については、職権による延長は行わないこととする。  

なお、設定の特許（登録）料の納付期間については、特許（登録）料を

納付すべき者の請求により３０日以内に限り期間延長できる（特１０８条

３項、実３２条３項、意４３条３項、商４１条２項、４１条の２第２項、

６５条の８第３項）。  

イ．意匠法第１７条の４第１項 ※ 2の規定に基づく職権による延長は、行わな

いこととする。  

（２）次に掲げる書類等の提出についての指定期間は、特許及び実用新案に関し

ては６０日、意匠（国際意匠登録出願における拒絶の通報に応答する場合を

除く。）及び商標（国際商標登録出願における命令による手続補正書を提出す

る場合及び暫定的拒絶の通報に応答する場合を除く。）に関しては４０日とす

る。ただし、手続をする者又はその代理人が、別表に掲げる地に居住する場

合においては、特許及び実用新案に関しては６０日を７５日と、意匠及び商

標に関しては４０日を５５日とする。  

ア．意見書（特５０条 ※ 3、商１５条の２ ※ 4、１５条の３第１項、商附則７条
※ 5）  

イ．命令書に応答する書面（特３９条６項※ 6、意９条４項、商８条４項）  

ウ．書類その他の物件の提出を求められた者（特１９４条１項 ※ 7）が提出す

る実験成績証明書、指定商品の説明書等、ひな形・見本、特許の分割出願

に関する説明書等  

エ．命令による手続補正書（実６条の２及び１４条の３の規定によるものに

限る。）  

（３）命令による受継申立書（特２３条１項 ※ 8）の提出についての指定期間は、

６０日とする。ただし、手続をする者又はその代理人が、別表に掲げる地に
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居住する場合においては、７５日とする。  

（４）意見書（特４８条の７に規定するものに限る。）の提出についての指定期間

は、３０日（拒絶理由通知と同時のときは、６０日）とする。ただし、手続

をする者又はその代理人が、別表に掲げる地に居住する場合においては、４

５日（拒絶理由通知と同時のときは、７５日）とする。  

（５）手続補完書（商５条の２第２項 ※ 9）及び命令による手続補正書（商７７条

２項※ 10）の提出についての指定期間は、１月とする。ただし、手続補完の手

続をする者又はその代理人が、別表に掲げる地に居住する場合においては、

１月に１５日を加えた期間とする。  

（６）次に掲げる書類の提出についての指定期間は２月とする。  

ア．命令による手続補正書（特１７条３項（特許権の存続期間の延長登録出

願（以下「延長登録出願」という。）に係る手続補正書を除く。）、１８４条

の５第２項、実２条の２第４項、４８条の５第２項）  

イ．弁明書（特１８条の２第２項（延長登録出願に係る弁明書を除き、実２

条の５第２項で準用する場合を含む。））  

ウ．図面の提出書（実４８条の７第２項）  

エ．物件提出書（特登令３０条 ※ 11）  

（７）次に掲げる書類の提出又は磁気ディスクへの記録の求めの補正についての

指定期間は、３０日とする。  

ア．命令による手続補正書（特１７条３項（延長登録出願に係る手続補正書

に限る。）、意６０条の４、意６８条２項、特例法４１条２項）  

イ．弁明書（特１８条の２第２項（延長登録出願に係る弁明書に限り、意６

８条２項、商７７条２項 ※ 10及び特例法４１条２項で準用する場合（電子情

報処理組織を使用して行われた手続を特例法施行規則１３条１項又は２項

に規定する要件を満たさない不適法なものとして却下する場合の弁明書を

除く。）を含む。）  

ウ．磁気ディスクへの記録の求めの補正（特例法７条２項）  

（８）電子情報処理組織を使用して行われた手続を特例法施行規則第１３条第１

項又は第２項に規定する要件を満たさない不適法なものとして却下する場合

（特例法４１条２項で準用する特１８条の２第２項）の弁明書の提出につい

ての指定期間は、以下のとおりとする。  

ア．当該手続が特許法、実用新案法、意匠法、商標法又は特例法の規定によ

るものであるときは、これらの法律の規定により、その手続を不適法なも

のとして却下する場合の弁明書の提出についての指定期間と同一とする。  

イ．当該手続が特許登録令、実用新案登録令、意匠登録令又は商標登録令の

規定によるものであるときは、これらの政令の規定により、その手続につ

いて補正をすることができるものであると認めないものとして却下する場

合の弁明書を提出することができる期間（特登令施規１３条の４第１項 ※

12）と同一とする。  

（９）書留郵便物受領書等の提出を求める場合（特１９４条１項 ※ 7）（→０３．１
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０）の指定期間は、１０日とする。  

（１０）特許法施行規則第３８条の２の２第３項※ 13の規定による意見申述のため

の指定期間は、３０日とする。  

（１１）特許法施行規則第３８条の２の３第１項 ※ 13の規定による通知に対する意

見申述のための指定期間は、３０日（明細書、請求の範囲又は図面（それら

の補充書等を含む。）に係る通知の場合は６０日）とする。  

（１２）国際意匠登録出願において拒絶の通報に応答する場合の意見書の提出及

び意匠法第９条第４項に基づく応答書面の提出についての指定期間は、６０

日とする。ただし、手続をする者又はその代理人が、別表に掲げる地に居住

する場合においては、６０日を７５日とする。  

（１３）国際商標登録出願において、命令による手続補正書の提出についての指

定期間は２月とし、暫定的拒絶の通報に応答する場合の意見書及び商標法第

８条第４項に基づく応答書面の提出についての指定期間は３月とする。  

（１４）その他の指定期間は、特許及び実用新案に関しては６０日、意匠及び商

標に関しては４０日とする。ただし、手続をする者又はその代理人が、別表

に掲げる地に居住する場合においては、特許及び実用新案に関しては６０日

を７５日と、意匠及び商標に関しては４０日を５５日とする。  

（１５）（２）ウ．については、それぞれの場合を考慮して、（２）に定める期間

と異なる期間を指定することができる。  

（１６）（２）から（１４）までに定める期間内に手続をすることができない特段

の事情があると認める場合には、（２）から（１４）までに定める期間と異な

る期間を指定すること、又は（２）から（１４）までに定める期間の経過後

であっても特許庁長官若しくは審査官の裁量により当該手続を有効なものと

して取り扱うことができる。  

（１７）次に掲げる特許法、実用新案法及び意匠法並びに特許登録令、実用新案

登録令及び意匠登録令の手続の指定期間については、指定期間内又は指定期

間に２月を加えた期間内の請求により、２月延長することができる。ただし、

指定期間内に延長請求した場合には、指定期間経過後の再度の延長請求を行

うことはできない。  

ア．（２）ア．の意見書（特５０条及び意１９条の規定によるものに限る。）  

ただし、当初の指定期間内に意見書を提出した場合又は特許法第１７条

の２第１項第１号又は第３号に基づく補正を行った場合については、指定

期間経過後の延長請求を行うことはできない。  

イ．（２）イ．の命令書に応答する書面（特３９条６項（特３４条７項におい

て準用（実１１条２項及び意１５条２項において準用））及び意９条４項の

規定によるものに限る。）  

ウ．（２）ウ．の書類その他の物件の提出を求められた者（特１９４条１項及

び意６８条２項の規定によるものに限る。）が提出する実験成績証明書、ひ

な形・見本、特許の分割出願に関する説明書等  

エ．（２）エ．命令による手続補正書  
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オ．（３）の命令による受継申立書（特２３条１項（実２条の５第２項及び意

６８条２項において準用）の規定によるものに限る。）  

カ．（４）の意見書  

キ．（６）ア．の命令による手続補正書  

ク．（６）イ．の弁明書  

ケ．（６）エ．の物件提出書（特登令３０条（実登令７条、意登令７条におい

て準用）の規定によるものに限る。）  

コ．（７）ア．の命令による手続補正書（意６０条の４及び意６８条２項の規

定によるものに限る。）  

サ．（７）イ．の弁明書（意６８条２項の規定によるものに限る。）  

シ．（９）の書留郵便物受領書等の提出（特１９４条１項（実５５条３項及び

意６８条２項において準用）の規定によるものに限る。）  

ス．（１２）の意見書及び命令書に応答する書面  

ただし、当初の指定期間内に意見書を提出した場合については、指定期

間経過後の延長請求を行うことはできない。  

（１８）次に掲げる商標法及び商標登録令の手続の指定期間については、指定期

間内の延長請求により１月、指定期間経過後の延長請求については指定期間

に２月を加えた期間内の請求により２月延長することができる。また、指定

期間内に延長請求した場合であっても、延長された指定期間経過後に再度、

延長請求を行うことができる。  

ア．（２）ア．の意見書（商１５条の２ ※ 4、商１５条の３第１項及び商附則７

条※ 5の規定によるものに限る。）  

ただし、当初の指定期間内又は指定期間内に延長請求した場合の延長さ

れた指定期間内に意見書を提出したときは、指定期間経過後の延長請求を

行うことはできない。  

イ．（２）イ．の命令書に応答する書面（商８条４項、商１３条２項の規定に

よるものに限る。）   

ウ．（２）ウ．の書類その他の物件の提出を求められた者（商７７条２項、商

附則２７条２項｛商附則２３条において準用｝の規定によるものに限る。）

が提出する指定商品の説明書等  

エ．（３）の命令による受継申立書（商７７条２項、商附則２７条２項｛商附

則２３条において準用｝の規定によるものに限る。）  

オ．（５）の手続補完書（商５条の２第２項 ※ 9）  

カ．（５）の命令による手続補正書（商７７条２項 ※ 10）  

キ．（６）エ．の物件提出書（商登令１０条の規定によるものに限る。）  

ク．（７）イ．の弁明書（商７７条２項 ※ 10によるものに限る。）  

ケ．（９）の書留郵便物受領書等の提出（商７７条２項、商附則２７条２項｛商

附則２３条において準用｝の規定によるものに限る。）  

コ．（１３）の命令による手続補正書、暫定的拒絶の通報に応答する場合の意

見書及び商標法第８条第４項に基づく応答書面  
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ただし、「暫定的拒絶の通報に応答する場合の意見書」の提出のための指

定期間については、当初の指定期間内又は指定期間内に延長請求した場合

の延長された指定期間内に意見書を提出したときは、指定期間経過後の延

長請求を行うことはできない。  

２．手続をする者が在外者である場合  

（１）次に掲げる特許法等の規定に基づき、特許法等に定める期間を職権により

延長する期間は、次のとおりとする。  

ア．特許法第４条 ※ 1  の規定に基づき職権により延長する期間は、６０日とす

る。  

ただし、設定の特許（登録）料の納付期間（特１０８条１項、実３２条

１項、意４３条１項、商４１条１項、４１条の２第１項、６５条の８第１

項、２項）については、職権による延長は行わないこととする。  

なお、設定の特許（登録）料の納付期間については、特許（登録）料を

納付すべき者の請求により３０日以内に限り期間延長できる（特１０８条

３項、実３２条３項、意４３条３項、商４１条２項、４１条の２第２項、

６５条の８第３項）。  

イ．意匠法第１７条の４第１項 ※ 2の規定に基づく職権による延長は、行わな

いこととする。  

（２）次に掲げる書類等の提出についての指定期間は１．（１２）及び（１３）を

除き、３月とする。ただし、代理人だけでこれらの書類等を作成すること

ができると認める場合には、１．（２）の期間とする。  

ア．意見書（１．（２）ア．において同じ。）  

イ．命令書に応答する書面（１．（２）イ．において同じ。）  

ウ．書類その他の物件の提出を求められた者が提出する実験成績証明書、指

定商品の説明書等、ひな形・見本、特許の分割出願に関する説明書等（１．

（２）ウ．において同じ。）  

エ．命令による手続補正書（１．（２）エ．において同じ。）  

（３）命令による受継申立書（特２３条１項 ※ 8）の提出についての指定期間は、

３月とする。  

（４）意見書（特４８条の７に規定するものに限る。）の提出についての指定期間

は、６０日（拒絶理由通知と同時のときは３月）とする。  

（５）１．（５）の指定期間は、２月とする。  

（６）１．（１１）の指定期間は、３０日（明細書、請求の範囲又は図面（それら

の補充書等を含む。）に係る通知の場合は３月）とする。  

（７）１．（１２）の指定期間は、３月とする。  

（８）１．（６）から（１０）まで、（１３）、（１５）及び（１６）の規定は、在

外者が手続をする場合も同様とする。  

（９）その他の指定期間は、３月とする。ただし、代理人だけでこれらの書類等

を作成することができると認める場合には、１．（１４）の期間とする。  

（１０）（２）に規定する期間（ただし書による期間については除く。）は、以下
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のとおり請求により延長することができる。  

ア．意匠に関しては指定期間内の又は指定期間に２月を加えた期間内請求に

より、２月延長することができる。ただし、指定期間内に延長請求した場

合には、指定期間経過後の再度の延長請求を行うことはできない。また、

当初の指定期間内に意見書を提出した場合については、指定期間経過後の

延長請求を行うことはできない。  

イ．商標に関しては、指定期間内の延長請求により１月、指定期間経過後の

延長請求については指定期間に２月を加えた期間内の請求により２月延長

することができる。また、指定期間内に延長請求した場合であっても、延

長された指定期間経過後に再度、延長請求を行うことができる。ただし、

（２）のうち「ア．意見書」の提出のための指定期間については、当初の

指定期間内又は指定期間内に延長請求した場合の延長された指定期間内に

意見書を提出したときは、指定期間経過後の延長請求を行うことはできな

い。  

（１１）特許法第６７条の４ ※ 14（改正前特許法第６７条の４ 注 １）の規定による意

見書の提出についての指定期間は、「手続書類の翻訳のため」という理由によ

り１月単位で３回まで期間延長請求することができる。  

（１２）特許法第５０条の規定による意見書の提出についての指定期間は、請求

により延長することができる。延長する期間は以下のとおりとする。  

ア．指定期間内の延長請求は、１回目の請求により２月延長し、２回目の請求

により１月延長することができる。  

イ．指定期間経過後の延長請求は、指定期間に２月を加えた期間内の請求に

より２月延長することができる。  

 ただし、指定期間内に延長請求した場合には、指定期間経過後の再度の

延長請求を行うことはできない。  

また、当初の指定期間内に意見書を提出した場合又は特許法第１７条の２

第１項第１号又は第３号に基づく補正を行った場合については、指定期間

経過後の延長請求を行うことはできない。  

（１３）次に掲げる手続の指定期間については、指定期間内の延長請求により３

月の期間延長をすることができ、指定期間経過後に延長請求する場合は、指

定期間に２月を加えた期間内の請求により２月延長することができる。指定

期間内に延長請求した場合、指定期間経過後に再度の延長請求を行うことは

できない。  

ア．命令書に応答する書面（１．（１７）イ．において同じ。ただし、意匠法

を除く。）  

イ．書類その他の物件の提出を求められた者が提出する実験成績証明書、特

許の分割出願に関する説明書等の提出（１．（１７）ウ．において同じ。た

だし、意匠法を除く。）  

ウ．命令による手続補正書（１．（１７）エ．において同じ。）  

（１４）１．（１７）オ．からス．まで及び１．（１８）エ．からコ．までの指定
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期間の延長については、在外者が手続する場合も同様とする。  

 

（注）期間の計算については特許法第３条 ※ 15の規定により、期間の初日は算入し

ない。ただし、その期間が午前零時から始まるときは、この限りでない。  

 

別表  

 東京都  伊豆諸島・小笠原諸島  

 石川県  輪島市海士町（舳倉島）  

 鹿児島県  南西諸島  

 沖縄県  沖縄本島を除く周辺諸島  

北海道  北海道周辺諸島  

 

（改訂令和６・４）  

 

 
※ 1  特４条：実１４条の２第５項、３９条の２第４項、４５条２項、意６８条１項、商

７７条１項、商附則２７条１項｛商附則２３条｝において準用  
※ 2  意１７条の４：商１７条の２第２項｛商６８条２項｝において準用  
※ 3  特５０条：特６７条の４｛特６７条の８｝、改正前特６７条の４ 注 １、意１９条にお

いて準用  

※ 4  商１５条の２：  商６５条の５、６８条２項、商標法等の一部を改正する法律（平成

８年法律第６８号）附則１２条において準用  
※ 5  商附則７条：  商附則２３条  
※ 6  特３９条６項：特３４条７項｛実１１条２項、意１５条２項、商１３条２項｝にお

いて準用  
※ 7  特１９４条１項：実５５条３項、意６８条２項、商７７条２項、商附則２７条２項

｛商附則２３条｝において準用  
※ 8  特２３条１項：実２条の５第２項、意６８条２項、商７７条２項、商附則２７条２

項｛商附則２３条｝において準用  
※ 9  商５条の２第２項：  商６８条１項において準用  
※ 1 0  商７７条２項：  商附則２３条、商附則２７条２項において準用  
※ 1 1  特登令３０条：実登令７条、意登令７条、商登令１０条において準用  
※ 1 2  特登令施規１３条の４第１項：実登令施規３条３項、意登令施規６条３項、商登令

施規１７条３項において準用  
※ 1 3  特施規３８条の２の２第３項、３８条の２の３第１項：実施規２３条４項において

準用  
※ 1 4  特６７条の４前段：特６７条の８において準用  

注 １  令和２年３月９日までの出願については、環太平洋パートナーシップ協定の締結及

び環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定の締結に伴う関係法律

の整備に関する法律（平成２８年法律第１０８号）附則第２条の経過措置の規定によ

り、改正前の法令が適用される。  
※ 1 5  特３条：実２条の５第１項、意６８条１項、商７７条１項において準用  

 

注記の準用条文は括弧を用いて記載されている。  

例「特５０条｛特６７条の４、１５９条２項〔特１７４条２項〕｝」は、  

「特５０条：特６７条の４、１５９条２項（特１７４条２項において準用）において準

用」を表す。  


